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	タイトル
	＜緊急＞公務員制度改革工程表に基づく一方的法案決定に対する抗議打電（文書）行動の取り組み要請について


　各　地方本部・単組・総支部　委員長様　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　三浦　正道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金労働部）

＜緊急＞公務員制度改革工程表に基づく一方的法案決定に対する抗議打電（文書）行動
の取り組み要請について
　政府は、3月31日、「公務員制度改革に係る「工程表」について」に基づいて、内閣人事局を設置することなどを内容とする法案を閣議決定し、国会に提出しました。
　政府は工程表決定後の法案作業について「誠実に話し合いを続けていきたい」との約束をしましたが、公務労協の意見をほとんど取り入れず、労働基本権制約の下で、代償機関である人事院の機能を大幅に内閣人事局に移管するなど、使用者の権限のみを強化する法案を一方的に決定したものであり、断じて容認できるものではありません。（法案の問題点の詳細は自治労北海道FAX情報３月31日17:00発を参照して下さい）
　公務労協労働基本権確立・公務員制度改革対策本部は、26日、第43回対策本部会議を開き、法案の一方的な決定に対し、抗議打電の取組みを実施することを決定しました。
それを受け、自治労としても緊急講義打電行動に取り組むこととしますので、下記の要領に基づき抗議打電行動を全単組に対して要請します。打電行動の成功に向け、万全の取り組み態勢を確立されるようお願いいたします。
記

１．取り組み期間　　　４月１日（水）～１５日（水）

２．抗議打電の宛先（レタックスまたは電報での取り組みとします）
　　　①内閣総理大臣　麻生　太郎　様
住所：東京都千代田区永田町2-3-1　首相官邸

②公務員制度改革担当大臣　甘利　明　様
住所：東京都千代区永田町1-6-1　内閣府

３．抗議例文
　　○　労働基本権制約の下で、代償機関である人事院の機能を大幅に内閣人事局に移管するなど、使用者
の権限のみを強化する法案の一方的な決定に強く抗議する。
　　○　政府は、国家公務員制度改革推進基本法に基づき、公務員に協約締結権を付与するなど、直ちに「自

律的労使関係制度」を措置することを強く求める。
４．取組主体　　基本組織のほか、支部、青年部・女性部などからの打電行動もお願いします。

５．取組報告　　４月20日（月）までに、下記の報告書により、報告願います。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【報告書】　報告＝道本部賃金労働部（櫛部・小杉）　FAX011-700-2053　　　　４月20日（月）まで
＜緊急＞公務員制度改革工程表に基づく一方的法案決定に対する緊急抗議打電行動集約

単組・総支部名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者名：　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

	送付先
	送付した抗議電（基本組織・支部・青年部・女性部など）の数

	①　麻生 太郎 内閣総理大臣 宛
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部

	送付先
	送付した抗議電（基本組織・支部・青年部・女性部など）の数

	2 甘利 明 公務員制度改革

　　　　　　　　担当大臣 宛
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部
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